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学校現場におけるネットワーク型OJTの実践
Ⅰ．問題の所在
教員の大量退職・大量採用の時代をむかえ、ベテラン
教員が持っている児童・生徒指導の知識や技術を若手教
員へ伝達していくことが喫緊の課題となっており、各都
道府県において、OJT の若手教員研修への積極的導入
が進んでいる。
しかし、従来行われてきた OJT（図１）は、指導者
が若手に対して上意下達で仕事を教えるマンツーマン式
の手法が一般的であり、このような OJT は、指導者の
能力にその成否が大きく左右されるとともに、指導者が
保持していない知識や技能については伝達することが困
難である（つまり体系的に学ぶことが難しい）という欠
点を抱えており、企業などではこうした従来型の OJT
の見直しが進んでいる 1。
 図１　従来型の OJT
学校現場でも、従来型の OJT は初任者研修などで一
般的に見受けられるが、上記のような欠点を補うため、
複数の教員が若手に関わるような OJT の取組が徐々に
広がりつつある。事例としては、複数の主任クラスの教
員が初任者の指導に当たる東京都型 OJT2（図２）や、
主任クラスや５年次・10 年次の教員などがメンターチー
ムを結成して若手の指導に当たる横浜市型 OJT3（図３）
が挙げられるが、いずれも上意下達の手法を完全には脱
却できていない。
図２　東京都型 OJT　　　　図３　横浜市型 OJT
いわゆるミドル層が極度に減少していく今後の学校現
場においては、学校の構成員全員が関わって相互に能力
を高めていく、双方向型の OJT（図４）が求められて
いる。
図４　双方向型 OJT 
学校現場におけるネットワーク型OJTの実践
―富山県総合教育センターの調査研究から―
笹田　茂樹1・中﨑　圭子2・作道　正也3・山本　幸弘4
Practices of OJT with Human Network on Schools
－On a Practical Study in the Toyama Pref. General Education Center －
SASADA　Shigeki，NAKAZAKI　Keiko，SAKUDO　Masaya，YAMAMOTO Yukihiro
キーワード：ネットワーク組織、ネットワーク型OJT、学校の活性化
Keywords：Network Organization, OJT with Human Network, Activation of The School
富山大学人間発達科学研究実践総合センター紀要 教育実践研究　№11：93－106
1 富山大学　 2 富山県総合教育センター　3  富山市立奥田中学校　4 射水市立歌の森小学校
　
学校現場に
－富山県
笹田茂
Practices o
－On a Practical Stud
SASADA Shigeki，NAKA
キーワード（5語程度）：ネットワーク組織Keywords （5語程度）: Network Organizat
 
 
 Ⅰ．問題の所在 教員の大量退職・大量採用の時代をむ教員が持っている児童・生徒指導の知識や員へ伝達していくことが喫緊の課題とな道府県において、OJT の若手教員研修へが進んでいる。 しかし、従来行われてきた OJT（図が若手に対して上意下達で仕事を教えるの手法が一般的であり、このような OJT能力にそ 成否が大きく左右されるとと保持していない知識や技能については伝難である（つまり体系的に学ぶことが難点を抱えており、企業などではこうしたの見直しが進んでいる１。         
 図  来型の OJT 学校現場でも、従来型の OJT は初任者般的に見受けられるが、上記のような欠複数の教員が若手に関わるような OJT広がりつつある。事例としては、複数の主 
1 富山大学  2 富山県総合教育セン
おけるネットワーク型 OJT の実
総合教育センターの調査研究から－ 
樹 1・中﨑圭子 2・作道正也 3・山本幸弘 4 
f OJT with Human Network on School
y in the Toyama Pref. General Education
ZAKI Keiko，SAKUDO Masaya，YAMA 
、ネットワーク型 OJT、学校の活性化 
ion, OJT with Human Network, Activation of The S
かえ、ベテラン技術を若手教っており、各都の積極的導入
１）は、指導者マンツーマン式は、指導者のもに、指導者が達することが困しい）という欠従来型の OJT
 
研修などで一点を補うため、の取組が徐々に任クラスの教 
 員が初任者の指導に当たる主任クラスや５年次・10ームを結成して若手の指導３）が挙げられるが、いずは脱却できていない。        図２ 東京都型 OJT   いわゆるミドル層が極度場においては、学校の構成を高めていく、双方向型のいる。  
 
 
 
 
 
 
 
      図４ 双方向型
 ター  3 富山市立奥田中学校  4  射水市立歌の
践 
s 
 Center － 
MOTO Yukihiro 
chool 
東京都型 OJT２（図２）や、年次の教員などがメンターチに当たる横浜市型 OJT３（図れも上意下達の手法を完全に
  図３ 横浜市型 OJT 
に減少していく今後の学校現員全員が関わって相互に能力
OJT（図４）が求められて
OJT   
森小学校 
学校現場に
－富山県
笹田茂
Practices o
－On a Practical Stud
SASADA Shigeki，NAKA
キーワード（5語程度）：ネットワーク組織Keywords （5語程度）: Network Organizat
 
 
 Ⅰ．問題の所在 教員の大量退職・大量採用の時代をむ教員が持っている児童・生徒指導の知識や員へ伝達していくことが喫緊の課題とな道府県において、OJT の若手教員研修へが進んでいる。 しかし、従来行われてきた OJT（図が若 に対して上意下達で仕事を教えるの手法が一般的であり、このような OJT能力にその成否が大きく左右されるとと保持していない知識や技能については伝難である（つまり体系的に学ぶことが難点を抱えており、企業などではこうしたの見直しが進んでいる１。         
 図１ 従来型の OJT 学校現場でも、従来型の OJT は初任者般的に見受けられるが、上記のような欠複数の教員が若手に関わるような OJT広がりつつある。事例としては、複数の主 
1 富山大学  2 富山県総合教育セン
おけるネット ーク型 OJT の実
総合教育センターの調査研究から－ 
樹 1・中﨑圭子 2・作道正也 3・山本幸弘 4 
f OJT with Human Network on School
y in the Toyama Pref. General Education
ZAKI Keiko，SAKUDO Masaya，YAMA 
、ネットワーク型 OJT、学校の活性化 
ion, OJT with Human Network, Activation of The S
かえ、ベテラン技術を若手教っており、各都の積極的導入
１）は、指導者マンツーマン式は、指導者のもに、指導者が達することが困しい）という欠従来型の OJT
 
研修などで一点を補うため、の取組が徐々に任クラスの教 
 員が初任者の主任クラ 次・10ー 成して若手の指導３）が挙げられるが、いずは脱却できていない。        図２ 東京 JT   いわゆる が極度場において の構成を高めてい 向型のいる。  
 
 
 
 
 
 
 
      図４ 双方向型
 ター  3 富山市立奥田中学校  4  射水市立歌の
践 
 
 Center － 
MOTO Yukihiro 
chool 
東京都型 OJT２（図２）や、年次の教員などがメンターチに当たる横浜市型 OJT３（図れも上意下達の手法を完全に
  図３ 横浜市型 OJT 
に減少していく今後の学校現員全員が関わって相互に能力
OJT（図４）が求められて
OJT   
森小学校 
学校現場に
－富山県
笹田茂
Practices o
－On a Practical Stud
SASADA Shigeki，NAKA
キーワード（5語程度）：ネットワーク組織Keywords （5語程度）: Network Organizat
 
 
 Ⅰ．問題の所在 教員の大量退職・大量採用の時代をむ教員が持っている児童・生徒指導の知識や員へ伝達していくことが喫緊の課題とな道府県において、OJT の若手教員研修へが進んでいる。 しかし、従来行われ きた OJT（図が若手に対して上意下達で仕事を教えるの手法が一般的であり、このような OJT能力にその成否が大きく左右されるとと保持していない知識や技能については伝難である（つまり体系的に学ぶことが難点を抱えており、企業などではこうしたの見直しが進んでいる１。         
 図１ 従来型の OJT 学校現場でも、従来型の OJT は初任者般的に見受けられるが、上記のような欠複数の教員が若手に関わるような OJT広がりつつある。事例としては、複数の主 
1 富山大学  2 富山県総合教育セン
おけるネットワーク OJT の実
総合教育センターの調査研究から－ 
樹 1・中﨑圭子 2・作道正也 3・山本幸弘 4 
f OJT with Human N twork on School
y in the Toyama Pref. G neral Education
ZAKI Keiko，SAKUDO Masaya，YAMA 
、ネットワーク型 OJT、学校の活性化 
ion, OJT with Human Network, Activation of The S
かえ、ベテラン技術を若手教っており、各都の積極的導入
１）は、指導者マンツーマン式は、指導者のもに、指導者が達することが困しい）という欠従来型の OJT
 
研修などで一点を補うため、の取組が徐々に任クラス 教 
 員が初任者の指導に当たる主任クラスや５年次・10ームを結成して若手の指導３）が挙げられるが、いずは脱却できていない。        図２ 東京都型 OJT   いわゆるミドル層が極度場においては、学校の構成を高めていく、双方向型のいる。  
 
 
 
 
 
 
 
      図４ 双方向型
 ター  3 富山市立奥田中学校  4  射水市立歌の
践 
s 
 Ce ter － 
MOTO Yukihiro 
chool 
東京都型 OJT２（図年次の教 がメンターチに当たる横浜市型 OJT３（図れも上意下達の手法を完全に
  図３ 横浜市型  
に減少していく今 現員全員が関わって 力
OJT（図４）が求められて
OJT   
森小学校 
学校現場に
－富山県
笹田茂
Practices o
－On a Practical Stud
SASADA Shigeki，NAKA
キーワード（5語程度）：ネットワーク組織Keywords （5語程度）: Network Organizat
 
 
 Ⅰ．問題の所在 教員の大量退職・大量採用の時代をむ教員が持っている児童・生徒指導の知識や員へ伝達していくことが喫緊の課題とな道府県において、OJT の若手教員研修へが進んでいる。 しかし、従来行われてきた OJT（図が若手に対して上意下達で仕事を教えるの手法が一般的であり、このような OJT能力にその成否 大きく左右されるとと保持していない知識や技能については伝難である（つまり体系的に学ぶことが難点を抱えており、企業などではこうしたの見直しが進んでいる１。         
 図１ 従来型の OJT 学校現場でも、従来型の OJT は初任者般的に見受けられるが、上記のような欠複数の教員が若手に関わるような OJT広がりつつある。事例としては、複数の主 
1 富山大学  2 富山県総合教育セン
おけるネットワーク型 OJT の実
総合教育センターの調査研究から－ 
樹 1・中﨑圭子 2・作道正也 3・山本幸弘 4 
f OJT with Human Network on School
y in the Toyama Pref. General Education
ZAKI Keiko，SAKUDO Masaya，YAMA 
、ネットワーク型 OJT、学校の活性化 
ion, OJT with Human Network, Activation of The S
かえ、ベテラン技術を若手教っており、各都の積極的導入
１）は、指導者マンツーマン式は、指導者のもに が達することが困しい）という欠従来型の OJT
 
研修などで一点を補うため、の取組が徐々に任クラスの教 
 員が初任者の指導に当たる主任クラスや５年次・10ームを結成して若手の指導３）が挙げられるが、いずは脱却できていない。        図２ 東京都型 OJT   いわゆるミドル層が極度場においては、学校の構成を高めていく、双方向いる。  
 
 
 
 
 
 
 
      図４ 双方向型
 ター  3 富山市立奥田中学校  4  立歌の
践 
s 
 Center － 
MOTO Yukihiro 
chool 
東京都型 OJT２（図２）や、年次の教員などがメンターチに当たる横浜市型 OJT３（図れも上意下達の手法を完全に
  図３ 横浜市型 OJT 
に減少していく今後の学校現員全員が関わって相互に能力
OJT（図４）が求められて
OJT   
森小学校 
－ 94 －
Ⅱ．ネットワーク組織としての学校
2007 年の学校教育法改正によって、副校長・主幹教
諭・指導教諭などの「新たな職」が設置できることと
なったが、これはいわゆる「新公共経営（New Public 
Management）」の原理に基づき、民間企業の組織形態
であるピラミッド型構造を、フラット型構造に近かった
学校組織へ導入し（図５）、各役職の責任を明確化する
ことで、校長のリーダーシップのもと、組織的な学校運
営の実現を図ろうというものである。
　
 
図５　フラット型構造からピラミッド型構造へ
しかし逆に、1990 年代ごろから、社会状況の変化へ
迅速に対応するために組織の意思決定を早めるなどの目
的で、組織のフラット化を進める企業が増えている。ま
た、学校組織におけるピラミッド型構造の導入は、従来
の「民主的学校運営」を損なうものであるとの批判もあ
る 4。さらに、学校は元来、ネットワーク組織としての
メリットを活かしながら教育活動を行う組織体であり、
その特徴の一つであるフラットに近い構造を変革するこ
との是非を、今一度問い直すべきではないかと考える。
朴容寛によると、ネットワーク組織とは、ⅰ自律性、
ⅱ目的・価値の共有、ⅲ分権性の３つを中枢性格として
保持する組織であり、一定の目的・価値を共有するメン
バーが自律的にコミットメントするとともに、水平的な
構造をもち、権限委譲などの分権化がなされた協働シス
テムである 5。学校組織では、学校の教育目標を共有し、
学年や専門部などの校務分掌がネットワーク的に張り巡
らされ、権限を委譲された各教員による自律的な教育活
動が展開されている。これらのことから、学校はネット
ワーク組織に見られるⅰ～ⅲの中枢性格を保持している
と言える。
若林直樹は、ネットワーク組織のメリットとして、①
メンバー間でネットワークを機動的に作り、新しい情報
や知識を交流させることで双方向的に学習の成果を上げ
られること、②情報交換を通じた「不確実性の低減」が
容易にできて、明確な状況認識と問題対応を行いやすい
こと、③フラットで柔軟な組織構造であるためメンバー
による主体的なネットワーキングが期待されること、な
どを挙げている 6。逆にデメリットとしては、①複数の
主体による緩やかな結合なので、活動や組織に不安定性
を抱えること、②成果が上がっても活動自体に知識やノ
ウハウが貯まる仕組みが弱いので、学習成果が散逸しや
すいこと、などが若林によって指摘されており７、これ
らのデメリットを克服しながら、どのようにネットワー
ク組織として発展していくかが、今後、学校に問われて
いる。
Ⅲ．学校現場におけるネットワーク型 OJT
中原淳は、企業の職場で行われている支援の実態を検
証するため、2008 年、様々な業種に勤める 28 ～ 35 才
の正社員 2304 人を対象に、「誰からどのような支援を受
け」、「どのような能力が向上したか」という「他者支援
調査」を行った８。
この調査で中原は、他者による支援を、業務に関する
助言・指導である「業務支援」、気づき・振り返りをさ
せる「内省支援」、安らぎを与えて支える「精神支援」
の３つに分類した上で、それら支援の頻度について、「業
務支援」を最も行っているのは上司であり、「内省支援」
は上司、上位者・先輩、同僚・同期、部下など職場の様々
な人から等しく受けており、「精神支援」を最も行って
いるのは同僚・同期であって、上司は最も行っていない
ことを明らかにした９。
さらに、能力向上に資する支援について分析したとこ
ろ、上司による「精神支援」と「内省支援」、上位者・
先輩による「内省支援」、同僚・同期による「内省支援」
と「業務支援」が有効であり、上司や上位者・先輩だけ
でなく、同僚・同期や部下も含めた職場のネットワーク
を使った様々なアプローチが、職場における効果的な能
力向上に結びつくということを実証した 10。
また、中原に師事した関根雅泰は、従来から企業で実
施されてきたマンツーマン式（従来型）OJT の欠点を
克服するため、中原の知見を取り入れ、OJT 担当者が「職
場メンバーの協力」を得て職場全体で行う「ネットワー
ク型 OJT」を提唱した 11。
筆者（笹田）は、これらの知見から、職場全体でそれ
ぞれの教員が相互に支援し合うような OJT が、ネット
ワーク組織としての学校現場でこそ必要だと考え、ネッ
トワーク型 OJT が学校現場で有効に機能するのではな
いかという仮説を立て、客員教授に任命されている富
山県総合教育センターで 2012 年度から開始された OJT
に関する調査研究事業において、ネットワーク型 OJT
を導入することを提言した。
学校現場でのネットワーク型 OJT とは、若林や中原・
関根の知見から、次の図６のように、ネットワーク組織
としての学校のメリットを活かし、学校の構成員全員が
関わって、相互に情報交換しながら主体的に能力を高め
合う、双方向型の OJT と定義する。
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Ⅳ．富山県総合教育センターにおける調査研
究
富山県総合教育センターの教育研修部では 2012 年度
から 2014 年度にかけて「学校における OJT の効果的
な進め方に関する調査研究」を実施した。
その目的は、教員個々の資質や能力を向上させるため、
OJT の効果的な進め方を探究することにある。
調査方法として、各年度４校ずつの研究協力校を設定
し、研究協力員（各校１名）が関わった OJT について、
どのようなものが効果的であったかを検証していった。
１．2012 年度の調査研究
(1) 方法
調査対象
小学校・中学校各２校を研究協力校に指定し、各校１
名（計 4 名）の若手教員（教員経験２～５年）を研究協
力員とした。
その上で、年度当初に富山県総合教育センターの担当
者（2012 年度は、筆者である山本）が各研究協力校を
訪問し、管理職に調査研究についての説明を行った。さ
らに、各校の職員会議や研修会において管理職や教務
主任より、全教職員に対して「OJT について」や「今
回の調査研究の趣旨について」の説明があり、各校で
OJT についての共通理解が図られた。
調査内容
①　OJT 取組カード
どのような OJT が効果的だったかを検証する目的で、
若手教員が「いつ」「誰から」「何について」「どのよう
なアドバイスを受け」、「それをどのように受けとめたか」
を記録するための「OJT 取組カード」を開発した。そ
の上で、各校の研究協力員（若手教員）に配布し、自ら
が体験した OJT について記録するよう依頼した。
次の図７が「OJT 取組カード」の左半分、図８が右
半分である。
図７に見られるように、OJT を行った「動機」につ
いて「ア　自分が必要だと感じて行った場合」「イ　事
前に決められていた研修の場合、他の教員が必要だと感
じて行われた場合」「ウ　どちらとも言えない場合」の
３つに区分し、自主的なものか否かを確認できるように
している。
また、図８の右端にあるように、実施された OJT に
ついての「本人満足度」を、「高」「中」「低」の 3 件法
で記入する様式となっている。
 
図７　OJT 取組カード（左部分）
 
図８　OJT 取組カード（右部分）
②　研究協力校への訪問と聞き取り調査
各研究協力校へ筆者（笹田と山本）らが２～４回訪問
し、各校で実施された研修会などを傍聴するとともに、
若手教員（研究協力者以外も含む）や教務主任・管理職
などを対象に、OJT に関する聞き取り調査を行った。
③　研究協力校会議と研究協力員会議
2012 年６月と 12 月の２回、研究協力校の教務主任等
と、各校の OJT の取組について協議するとともに、各
校で出てきた取組の問題点について指導や助言を行っ
た。
また、2012 年 10 月には、直接 OJT を受けている 4
名の研究協力員が、自由に話し合う会議を設けた。
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④　研究協力校でのアンケート調査
2012 年 11 月に、効果的に OJT を進めるためのポイ
ントを明らかにする目的で、研究協力校の全教員を対象
としたアンケート調査を実施した。
このアンケートでは、教員を「若手教員」（２～５年目）
と「先輩教員」（６年目以上）に区分し、それぞれに対し、
OJT で若手を育成する場合、「先輩教員には、どのよう
な配慮や態度、行動、働きかけなどが効果的か？」、ま
た「若手教員には、どのような気持ちや態度等が必要だ
と思うか？」を記述式で問うなどするものであった（資
料１）。
(2) 結果
①　OJT 取組カード
回収した「OJT 取組カード」の集計結果を「本人満
足度」の「高」「中」「低」別に集計すると、次の表 1
のようになった。
同カードに記載された件数は４校合計で 143 件あり、
そのうち「本人満足度」「高」のものが 94 件、「中」の
ものが 46 件、「低」のものが３件、であった。
また、「同僚」「上位者」「上司」の区分については、
以下のように分類した。
「上司」：管理職（校長・教頭など）
「上位者」：学年主任・生徒指導主事・教科主任など
「同僚」：学年所属教員・先輩教員・若手教員・
　　　　部活動担当教員など
また、１件に複数「OJT に関わった教員」が記載さ
れてある場合、例えば所属学年で実施された研修会など
は、「上位者」と「同僚」のダブルカウントとした。
表１　2012 年度 OJT 取組カード集計結果
本人満足度高 同僚 上位者 上司
ア 48 23 30 2
イ 29 22 20 12
ウ 17 11 5 3
計 94 56 55 17
本人満足度中 同僚 上位者 上司
ア 25 11 13 2
イ 19 13 12 5
ウ 2 1 1 0
計 46 25 26 7
本人満足度低 同僚 上位者 上司
ア 0 0 0 0
イ 3 3 1 1
ウ 0 0 0 0
計 3 3 1 1
表１の集計結果から、「本人満足度」「高」の OJT の
うち 94 件中 48 件 ( 約 51%) が、「ア」の「自分が必要だ
と感じて行った場合」であり、同じ「本人満足度」「高」
の OJT の「イ」「事前に決められていた研修の場合、
他の教員が必要だと感じて行われた場合」の比率（94
件中 29 件、約 31％）より高く、また、「本人満足度」「低」
の OJT の全てが「イ」の場合であったことから、自主
的に行った研修（OJT）の方が満足度は高い傾向が見
られる。
また、「本人満足度」「高」の OJT の 94 件中 56 件が
「同僚」からのもの、55 件が「上位者」からのもので占
められていることから、主任クラスだけでなく、職階の
近い同僚からの OJT も効果的であると考えられ、中原
の同僚・同期による支援が有効であるという知見と一致
する。　
②　聞き取り調査、研究協力校会議・研究協力員会議
各校での聞き取り調査や、研究協力校会議・研究協力
員会議などでは、次のような趣旨の意見が見られた。
・若手教員は、気づきを与えてくれるような内省支援を
欲している
・初任者研修における指導教員による上意下達の OJT
は必ずしも成功していない
・教科や学年が違うと、若手同士が話をする機会は意外
と少ない
③　研究協力校でのアンケート調査
４つの研究協力校で実施したアンケート調査では、次
のような趣旨の意見が見られた。
○若手教員から
・身近にいる先輩教員から学び取ることが、一番の
OJT になると思う
・日頃から先輩教員と話す機会を多くもって、悩みがあ
ればすぐに相談する
・感謝の気持ち、謙虚な気持ち、学びたいという気持ち
をもって、指導や助言を受け止めたい
・若手からは相談しにくいので、声を掛けてもらえると
嬉しい
○先輩教員から
・若手教員のニーズを適切に捉え、必要な助言や働きか
けを行う。その後の見届け（確認）を絶やさない
・若手教員が試行錯誤しながら頑張っていることを、励
ます
・若手を育て、やる気を引き出すためには、そのための
人間関係づくりが大切である
・話しやすい雰囲気をつくる
・支援をしながらも、任せるところは任せて、フォロー
していくことが必要
・若手教員を育てる自覚を全教員がもち、OJT を推進
することで学校が活性化していく
・若手教員を育てていくことが、自らを振り返る場であ
り、より良い学校を目指して学び、取り組んでいくよ
い機会になる
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(3) 考察
アンケート調査の結果から、研究協力校に指定された
４校では、若手と先輩教員がコミュニケーションを取り
やすい雰囲気がつくられ、授業研究を中心とした研修会
などによる若手育成では、先輩教員が積極的かつ適切な
助言を行うようになったことがわかる。
また、「OJT 取組カード」の分析から、自主的に行う
OJT は、満足度が高いことが明らかになった。
2012 年度に明らかになった課題としては、OJT の必
要性は理解されても、何から取り組み始めたらよいのか、
より効果的に OJT を実施するためには、いつ、誰が、
どのような機会に、どんな内容の支援を行うことが有効
かを提示するまでには至らなかったことが挙げられる。
また、初年度ということで小・中学校のみを対象とし
たが、高等学校や特別支援学校へと校種を広げることも
課題として残った。
２．2013 年度の調査研究
(1) 方法
調査対象
小学校１校・中学校２校（うち１校は前年度からの継
続）・高等学校１校を研究協力校に指定し、各校１名（計
4 名）の若手教員（教員経験２～５年）を研究協力員と
した。
また、2012 年度と同様の方法により、各校で OJT に
ついての共通理解が図られた。
調査内容
①　OJT 取組カード
前年度と同様の「OJT 取組カード」を各校の研究協
力員に配布し、自らが体験した OJT について記録する
よう依頼した。
②　研究協力校への訪問と聞き取り調査
前年度と同様に、各研究協力校へ筆者（笹田と作道）
らが２～４回訪問し、各校で実施された研修会などを傍
聴するとともに、関係者を対象に OJT に関する聞き取
り調査を行った。
③　研究協力校会議と研究協力員会議
2013 年６月と 11 月の２回、前年度と同じく、研究協
力校の教務主任等と、各校の OJT の取組について協議
するとともに、各校で出てきた取組の問題点について指
導や助言を行った。
また、2013 年 10 月には、これも前年度と同じく、4
名の研究協力員が話し合う会議を設けた。
④　研究協力校でのアンケート調査
2013 年 12 月に、前年度と同じ内容のアンケート調査
を、研究協力校の全教員を対象に実施した。
(2) 結果
①　OJT 取組カード
前年度分も含め、２年間のデータを合わせて分析を
行った。
研究協力員ごとに、OJT の「動機」と「本人満足度」
の関係を示したのが、次の表２である。
表２　OJT 取組カード「動機」別「本人満足度」度数
ア イ ウ
計
高 中 低 高 中 低 高 中 低
小
a 教諭 4 11 0 10 13 1 0 0 0 39
b 教諭 8 5 0 7 5 2 0 1 0 28
c 教諭 3 1 0 8 4 0 1 0 0 17
中
d 教諭 30 6 0 5 2 0 6 1 0 50
e 教諭 6 3 0 6 0 0 11 0 0 26
f 教諭 12 2 0 7 3 0 6 1 0 31
g 教諭 4 0 0 14 0 0 7 0 0 25
高 h 教諭 13 3 0 5 3 1 4 0 0 29
　計 80 31 0 62 30 4 35 3 0 245 
まず言えることは、研究協力員の「OJT 取組カード」
には、満足度が低いという記載はほとんど見られなかっ
たことである。先輩教員や管理職の目に触れる可能性が
あるので、満足度が低いとはなかなか書けないこともあ
るが、研究協力員の印象に残り、記録に残したものが、
満足度の比較的高いものだったという見方もできる。
また、前年度と同様に、動機が「ア」のもの、つま
り「自分が必要だと感じて行った場合」に満足度が高い
ことが、この表２からも読み取れる。「イ」のものでも、
満足度が高いものが多くあるが、満足度の低いものが、
「イ」の中にだけ見られることも注目すべきである。
なお、満足度の低かったものは、同カードの記述内容
から、期待したほどの効果が得られなかった OJT や、
研修会が中途半端に終わってしまったケースなどであっ
た。
②　聞き取り調査や、各種会議、アンケート調査
各校での聞き取り調査や、研究協力校会議・研究協力
員会議、各校でのアンケート調査（一部「OJT 取組カー
ド」の記載内容も含む）から、校種別の特徴が見えてきた。
ア　小学校
・学年部会や校内研修会が頻繁に開かれ、主な OJT の
場となっている
・教員一人一人が共通して行う業務内容が多く、同じ業
務を経験している教員が多い。そのため、経験に基づ
いた情報を共有しやすく、意見交換できる話題が他校
種に比べて多い
・学年内で多くのことについての情報交換ができるの
で、学年内で OJT が完結する場合が多い。そのため、
学年それぞれに異なる方法や内容の OJT が行われる
可能性がある。場合によっては、他学年や学校全体に
おける情報交換の工夫を行う必要がある
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イ　中学校
・学年部会が主な OJT の場となっている。特に、学級
運営や生徒指導に関する内容が多い
・教科指導、生徒指導、分掌業務等、学年外の教員から
の助言や指導を受ける機会も多い
・生徒指導や部活動指導のため、勤務時間内に学年部会
や研修会を開く機会が限られる。そのため、勤務時間
外の時間帯に部会等を行うこともある
ウ　高等学校
・小中学校ほど頻繁には学年部会や教科部会が行われ
ず、共通理解の場が比較的少ない
・模範を示すというスタイルではなく、まずは自分の考
えで実践するというスタイルで行われることが多い
・専門性の高い教員が多く、若手教員が自ら積極的に求
めれば、得られるものは大きい。若手教員の積極性が
低い場合は、意識的な働きかけが必要である
・学科や専門教科の違い等により、教員間の意識の壁が
高い
また、わずかではあるが、回答者自身が「よくない（負
担）」とした回答が見られた。以下に、それらの回答を
列挙する。
○若手教員から
・先輩とのコミュニケーションの回数が少なかった
・研修が以前より増えた
・空き時間が少なく、先輩教員の授業を見に行きたくて
も見に行けない
・仕事を任されたが大変だった
○先輩教員から
・アドバイスをしても、しっかり受け取ってくれない人
もいる
・学校として授業公開が設定されていなくても、自主的
に後輩に授業を公開することが必要だった
・互いに多忙で、学年分掌があまり機能していない
(3) 考察
調査全体を通じて、校種別の特徴が明らかになってき
たが、小学校は比較的 OJT を実施しやすい状況にあり、
逆に高等学校は実施しにくい状況にあると言える。
しかし、小学校では、学年部会や校内研修会で行われ
る OJT がきめ細やかなので、若手教員の主体性を失わ
せないよう、また、若手の心理的負担にならないように
配慮する必要がある。また、高等学校では、教員間の意
識の壁が高い面があるが、教科の枠を越えた基礎的な授
業技術を中心とした授業研究等を通して OJT を進める
という方法も考えられる。
アンケート調査からは、教員間のコミュニケーショ
ンの回数が増えたり、職場の雰囲気が良くなったとい
う声などが聞かれた。前年度と同じく、研究協力校で
は OJT について教員間での共通理解が行われており、
OJT を意識したことで、職場の同僚性や協働性が高まっ
た可能性がある。
また、「よくない（負担）」という回答のあった項目の
理由や意見を見ると、その背後にある、教員の多忙化と
いう問題が見えてくる。OJT に取り組むことで、多忙
感に拍車をかけることがないようにしなくてはならな
い。
聞き取り調査や各種会議での意見からは、若手教員に
とって、少し年上の先輩教員からの具体的な助言がたい
へん有効であるということがわかってきた。
児童生徒の実態をはじめとした、若手教員が目の前に
している事柄と、少し上の先輩教員が経験した事柄とは
共通する部分が大きいからである。また、若手教員にとっ
て、少し年上の先輩教員たちの存在は、数年後の自分た
ちであり、より近くの目標である。若手教員は少し年上
の先輩教員から助言を受けることによって、自分たちも
すぐにそうした立場になることを自覚するのである。
さらに、「OJT 取組カード」の分析から、学校での
OJT の特徴として、中原の言う「業務支援」のみのも
のは少なく、「内省支援」をともなっている場合が多い
ことがわかった。
2013 年度の課題としては、まず、先輩教員の OJT へ
の意識を変えていくことが挙げられる。
ネットワーク型 OJT では、全教職員が OJT に関わ
るため、それぞれが立場や役割を意識していくことが大
切である。教わる立場となることが多い若手教員の意欲
や積極性は言うまでもなく大切ではあるが、それ以上に
先輩教員が若手教員の指導を通して共に学び、学び続け
る意識をもつことが大切となろう。
ネットワーク型 OJT は、双方向の OJT であると定
義したが、この OJT を成立させるためには、先輩・若
手双方の意識改革が必要となる。
もう一つの課題は、「我が校」に合った OJT への取
り組み方についてである。本年度の調査で、校種ごとの
OJT の特徴が明らかになったが、同じ校種でも、学校
規模、教員の年齢構成等、それぞれの学校の置かれた状
況には違いがあり、同じやり方で OJT に取り組むこと
は難しい。各校が「我が校」に合った OJT に取り組む
ことが必要である。
３．2014 年度の調査研究
(1) 方法
調査対象
2012 年度と 2013 年度の調査研究では、若手育成に焦
点を当てた研究を行ったが、その中で、OJT は若手育
成だけでなく、どの世代の学びにもつながる可能性があ
ることや、少し年上の先輩教員が若手に関わることで、
ネットワーク型 OJT が効果的に働くのではないかとい
うことが推察された。
そこで、2014 年度の調査研究をはじめるにあたり、
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以下に示す２つの仮説を立てた。
仮説１：学校の実態に応じて、意図的、計画的に
OJT に取り組むことで、学校が活性化（協
働性、参画意識、意欲 の向上）する。
仮 説 ２： ミ ド ル 層 が 主 体 的 に 関 わ る こ と で、 ネ 
ットワーク型 OJT が効果的に機能し、学校
が活性化する。
研究協力校は、小学校２校（うち１校は前年度からの
継続）・中学校１校・高等学校１校とし、上記２つの仮
説を立てたことから、前年度までの若手教員ではなく、
各校１名（計4名）のミドル層の教員（教員経験６～16年）
を研究協力員とした。
また、2012 年度・2013 年度と同様の方法により、各
校で OJT についての共通理解が図られた。
さらに、前年度の調査研究で、「我が校」に合った
OJT への取り組み方を、それぞれの学校が編み出せる
か、という課題が提示されたため、各研究協力校に対し
て、一年を通してどのような OJT を実践していくかを
見通すための「OJT 企画案」の提出を年度当初に求めた。
調査内容
①　OJT 取組カード
研究協力員をミドル層にしたことで、若手教員のよう
な支援を受ける立場としての学びを記述するだけでな
く、支援を行う立場として、OJT に関わった相手の反
応を記述する項目を加えた。
②　OJT 振り返りカード
効果的な OJT について検討する材料と、効果検証に
用いるため、管理職が「OJT 振り返りカード」に、取
組の内容、実施後の変化や効果、課題等を記入し、2014
年 12 月に提出することとした。
③　研究協力校への訪問と聞き取り調査
過去２年間と同様に、各研究協力校へ筆者（笹田と中
﨑）らが２～３回訪問し、各校で実施された研修会など
を傍聴するとともに、ミドル層（研究協力者以外も含む）
や教務主任・管理職などを対象に、OJT に関する聞き
取り調査を行った。
④　研究協力校会議と研究協力員会議
2014 年６月と 12 月の２回、過去２年間と同じく、研
究協力校の教務主任等と、各校の OJT の取組について
協議するとともに、各校から提出された「OJT 企画案」
や、各校で出てきた取組の問題点について指導や助言を
行った。
また、2014 年９月には、これも過去２年間と同じく、
4 名の研究協力員が話し合う会議を設けた。
⑤　研究協力校でのアンケート調査
2014 年 11 月～ 12 月にかけて、研究協力校の全教員
を対象としたアンケート調査を実施した。
このアンケートは、過去２年間実施したものから様式
を変更し、教員を「若手」（教員経験１～５年）、「ミドル」
（教員経験６～ 16 年）「ベテラン」（教員経験 17 年以上）
に区分し、それぞれの層に対して OJT に関する意識の
変容について尋ねるとともに、３つの層がお互いに「相
談する」「相談される」ようになったかを問うなど、校
内におけるネットワーク型 OJT の効果を検証するため
の項目が加えられた（資料２）。
(2) 結果
①　OJT 取組カード
前述したようにカードの様式を変更したために前年度
までのデータと比較した分析はできなかったが、前年度
までと同様、自主的に行った OJT については、満足度
の高い傾向が見られた。
②　OJT 振り返りカード
管理職による「OJT 振り返りカード」では、全ての
研究協力校で、「校内での共通理解、共有に効果的であっ
た」「協働意識が向上した」「主体性、積極性が向上した」
「得意分野、個性、長所を生かすことにつながり、各世
代の活躍の場が増えた」など、学校の活性化を示す記述
が見られた。
また、同じく全ての研究協力校で、「積極的に他世代
から学ぼうとするようになった」「若手育成の意識が高
まった」「互いのよさを認め合うようになった」「学び合
う姿勢が見られた」など、ネットワーク型 OJT が効果
的に機能したことを示す記述も見られた。
③　聞き取り調査、研究協力校会議・研究協力員会議
各校での聞き取り調査や、研究協力校会議・研究協力
員会議などでは、次のような趣旨の意見が見られた（一
部、「OJT 振り返りカード」やアンケートの自由記述欄
での意見も含む）。
○若手教員から
・ベテランではなく、ミドルが OJT を担当することに
よって、研修会へ気軽に参加できた
・ミドルやベテランの先生方に相談したりされたりする
ことで、多くの先生方から支えられていると実感し、
自分も先生方の役に立ちたいという気持ちが生じた
○ミドル層の教員から
・教員間にさまざまな矢印のコミュニケーション関係が
構築された
・管理職がのびのびとやらせてくれたため、ミドルであ
る自分が中心となって OJT に取り組めた
・自分たちで研修していこうという意識が生まれた
・若手と話す機会が増えた。指導というより、共感、共
有という面が強い。上からものを言うより、そういう
関わり方が自分には向いていた
・若手がいない職場では、ミドルがいつまでも若手で、
パイプ役や若手育成という意識が育ちにくい
○ベテラン教員（管理職を含む）から
・学校全体で OJT を意識するようになり、先輩が後輩
に指導したり相談に乗ったりする積極的な場面が見ら
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れるようになった
・OJT はすぐに担任となった初任者にとって勉強になっ
ただけでなく、異動してきたばかりの教員にとっても
効果的であった
・若手にとっては、ミドルの存在が安心感となり、思い
切って仕事に取り組むことができ、ミドルにとっては、
若手に教えることで、初心に立ち返り、基本的事項を
再確認することができた
・ミドルが生徒の主体的・協働的な学びを深める指導法
について提案し、それに基づいて教員同士が意見交換
することは、教員の指導力向上だけでなく、ベテラン
の意識向上につながるということがわかった
④　研究協力校でのアンケート調査
まず、アンケート調査におけるネットワーク型 OJT
の効果を示す指標となる項目について変容が見られた教
員の割合を、次の図９に示した。
なお、図中の棒グラフの「なった」はアンケートの「そ
うなった」と「少しそうなった」を加えた度数の割合を、
「ならなかった」は「あまりならなかった」と「ならなかっ
た」を加えた度数の割合を示したものである。
また、各棒グラフの右側には、回答した度数の合計が
示してある。
図９　ネットワーク型ＯＪＴの効果を示す指標となる項
目について変容が見られた教員の割合
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学校現場におけるネットワーク型OJTの実践
若手へのアンケートでは、共通項目の他に、「ミドル
やベテランに相談するようになったか」「ミドルやベテ
ランから相談されるようになったか」を尋ねた。研究協
力校となった高等学校には若手がいないため校種は小学
校、中学校のみである。
結果は、「相談するようになった」割合が小学校、中
学校で 90％近くを占めた。また、「相談される」割合も
小学校で 60％、中学校で 50％を超えた。
ミドルへのアンケートでは、共通項目の他に、「ベテ
ランに相談するようになったか」「ベテランから相談さ
れるようになったか」「若手から相談されるようになっ
たか」「若手に相談するようになったか」「若手を育成し
ようと意識するようになったか」「数年後に学校の中核
を担うようになると意識するようになったか」「若手と
ベテランのパイプ役になろうと意識するようになった
か」を尋ねた。高等学校には若手がいないため、ミドル
と若手の関係については、小学校、中学校のみの結果で
ある。
結果は小学校、中学校ともに、すべての項目で 50％
を超えた。特に小学校では４つの項目で 100％であり、
残りの項目「パイプ役になる」「若手を育成しようとする」
「ベテランから相談される」においても 80％を超えた。
ベテランへのアンケートでは、共通項目の他に、「若
手やミドルから相談されるようになったか」「若手やミ
ドルに相談するようになったか」「若手やミドルを育成
しようと意識するようになったか」「若手やミドルから
学ぼうと意識するようになったか」を尋ねた。
結果は、小学校、中学校において、すべての項目で
70％を超えた。高等学校においては、「ミドルを育成し
よう」「ミドルに相談する、される」の割合が低いが、
これは若手不在、ミドルも数人という状況が一因ではな
いかと考えられる。そういった状況においても、「ミド
ルから学ぼうと意識するようになった」が 60％を超え
たのは、今回のミドル層による取組が、ベテランの心を
動かしたことが原因ではないかと考えられる。
次に、教員の意識や行動がどのように変化したかを問
う質問項目のうち、学校の活性化（協働性、参画意識、
意欲の向上）を示す指標となる４つの項目について変容
が見られた教員の割合を、世代別に次の図 10 に示した。
なお、図９と同様に、図中の棒グラフの「そうなった」
はアンケートの「そうなった」と「少しそうなった」を
加えた度数の割合を、「ならなかった」は「あまりなら
なかった」と「ならなかった」を加えた度数の割合を示
したものである。また、各棒グラフの右側には、回答し
た度数の合計が示してある。
 
図中の記号＊はカイ２乗検定の p<0.05 を示す
図10　学校の活性化を示す指標となる４つの項目につ
いて変容が見られた教員の割合（世代別）
結果は、学校の活性化を示す指標となる全項目におい
て、全世代で「そうなった」が 50％を超え、３項目で
は 70％を超えている。
特に、若手においては、３つの項目で 80％を超えて
いる。「ミドルの企画・運営による『ミニ研修会』で、
学び合ったり、声を掛け合ったりしたことで、普段から
も相談しやすくなり、雰囲気がよくなった」と「アンケー
ト自由記述」にあることから、ミドル層がパイプ役とな
ることで、話しやすい雰囲気が生まれたり、若手も教え
る立場になったりし、協働性、参画意識、意欲の向上に
つながったと考えられる。
ベテランも、学校の活性化を問う全ての項目で 70％
を超えている。中学校や高等学校では、研究協力員のミ
ドルの活躍に刺激を受け、意欲が向上したベテランが多
くいた。ミドル層がパイプ役となることで、多くの若手
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とベテランの意識が大きく変容したと言える。
(3) 考察
2014 年度は、過去２年間の調査研究を経て見えてき
た、「学校の実態に応じた OJT を各校が工夫すること、
またミドル層が主体的に OJT に関わることで学校が活
性化するのではないか」について、研究協力校でのアン
ケート調査結果と、「OJT 取組カード」、「OJT 振り返
りカード」などを基に検証した。
研究協力校でのアンケート調査により、協働性、参画
意識、意欲が向上した教員の割合が 50％を超えたこと、
また「OJT 取組カード」や「OJT 振り返りカード」に
おける記述、研究協力校での聞き取り調査や各種会議で
出された、「OJT により学校が活性化された」「積極的
に他世代から学ぼうとするようになった」「若手育成の
意識が高まった」「互いのよさを認め合うようになった」
「学び合う姿勢が見られた」などの意見から、仮説１の「学
校の実態に応じて、意図的、計画的に OJT に取り組む
ことで、学校が活性化（協働性、参画意識、意欲の向上）
する」は検証されたと考えられる。
また、アンケート調査の結果だけでなく、各校での聞
き取り調査や、研究協力校会議・研究協力員会議などで
見られた「ミドルである自分が中心となって OJT に取
り組めた」「若手にとっては、ミドルの存在が安心感と
なり、思い切って仕事に取り組むことができた」「ミド
ルからの提案が、ベテランの意識向上に結びついた」と
いった趣旨の意見から、仮説２の「ミドル層が主体的に
関わることで、ネットワーク型 OJT が効果的に機能し、
学校が活性化する」も、検証されたと判断できる。
今回、間もなく学校の中核を担っていくミドル層が主
体的に関わる OJT の取組について、その効果に関する
検証を行った結果、以下の２点が明らかになった。一つ
は、ミドル層が主体的に関わることで、ミドル自身の参
画意識が向上しただけでなく、若手やベテランの意識、
意欲の向上に結びついたこと。二つ目は、ミドル層がパ
イプ役となることで、若手も積極的な関わりを見せ、多
くのベテランが、若手育成や自身の学びに意欲的になっ
たことである。
さらに、アンケート記述や聞き取り調査などから、各
研究協力校による OJT の取組は、個々の教員の学びだ
けでなく、教員同士が世代を超えて、認め合ったり学び
合ったりすることにつながることがわかった。学校の実
態に応じてミドル層が主体となる OJT によって、互い
に高め合う人材育成の仕組みが成り立ったと言えるだろ
う。
Ⅴ．おわりに
１．Ａ小学校の事例
ここまで、富山県総合教育センターで 2012 年度から
2014 年度にかけて実施された「学校における OJT の効
果的な進め方に関する調査研究」の結果について検証を
行ってきたが、紙面の都合で学校ごとの具体的な事例に
ついては触れてこなかった。
そこで最後に、ネットワーク型 OJT が典型的に見ら
れたＡ小学校の事例について紹介する。
Ａ小学校は、各学年３～４学級の大規模校で、2013
年度と 2014 年度の２年間、「学校における OJT の効果
的な進め方に関する調査研究」の研究協力校に指定され
た。特に２年目の 2014 年度は、「言葉で OJT を記録す
ることを通じて、OJT を意識化し、取組を組織的に継
続すること」を「OJT 企画案」に記述し、OJT の目標
とした。
(1) 研修組織の改編
Ａ小学校では、管理職と教務主任が相談して、2013
年度から研修組織の改編を行っている。
図 11　学年を中心とした学校組織
本来、小学校では、ベテラン教員である学年主任を中
心に、ミドル層や若手教員が学年集団を構成し、日常的
に情報交換や、OJT による業務の伝達が行われており、
図 11 のように学年ごとのまとまりが非常に強い（中学
校や高等学校でも同様の傾向あり）。
Ａ小学校では従来、校内研修も学年ごとに行われてき
たが、こうした学校組織に風穴を開けるべく、新たな研
修組織をつくった。
この組織は「年代別部会」と呼ばれ、教員集団は、若
手部会（教員経験１～４年目）、ミドルリーダー部会（５
年目～主任になるまで）、主任リーダー部会の３つの部
会に区分された（図 12）。
につながったと考えられる。  ベテランも、学校の活性化を問う全てを超えている。中学校や高等学校では、研ドルの活躍に刺激を受け、意欲が向上しくいた。ミドル層がパイプ役となることとベテランの意識が大きく変容したと言え 
(3) 考察  2014 年度は、過去２年間の調査研究をた、「学校の実態に応じた OJT を各校またミドル層が主体的に OJT に関わる性化するのではないか」について、研究ケート調査結果と、「OJT 取組カード」返りカード」などを基に検証した。  研究協力校でのアンケート調査により意識、意欲が向上した教員の割合が 50％また「OJT 取組カード」や「OJT 振り返おける記述、研究協力校での聞き取り調査出された、「OJT により学校が活性化的に他世代から学ぼうとするようになっの意識が高まった」「互いのよさを認め合た」「学び合う姿勢が見られた」などの意１の「学校の実態に応じて、意図的、計取り組むことで、学校が活性化（協働性欲の向上）する」は検証されたと考えられまた、アンケート調査の結果だけでなき取り調査や、研究協力校会議・研究協力見られた「ミドルである自分が中心となり組めた」「若手にとっては、ミドルの存なり、思い切って仕事に取り組むことがルからの提案が、ベテランの意識向上に結いった趣旨の意見から、仮説２の「ミドル関わることで、ネットワーク型 OJT が効学校が活性化する」も、検証されたと判断 今回、間もなく学校の中核を担ってい体的に関わる OJT の取組について、そ検証を行った結果、以下の２点が明らかは、ミドル層が主体的に関わることで、画意識が向上しただけでなく、若手やベ意欲の向上に結びついたこと。二つ目はイプ役となることで、若手も積極的な関くのベテランが、若手育成 自身の学びたことである。  さらに、アンケート記述や聞き取り調査研究協力校による OJT の取組は、個々けでなく、教員同士が世代を超えて、認合ったりすることにつながることがわか態に応じてミドル層が主体となる OJTに高め合う人材育成の仕組みが成り立っう。 
の項目で 70％究協力員のミたベテランが多で、多くの若手る。 
経て見えてきが工夫すること、ことで学校が活協力校でのアン、「OJT 振り
、協働性、参画を超えたこと、りカード」にや各種会議でされた」「積極た」「若手育成うようになっ見から、仮説画的に OJT に、参画意識、意る。 く、各校での聞員会議などでって OJT に取在が安心感とできた」「ミドびついた」と層が主体的に果的 機能し、できる  くミドル層が主の効果に関するになった。一つミドル自身の参テランの意識、、ミドル層がパわりを見せ、多に意欲的になっ
などから、各の教員の学びだめ合 たり学びった。学校の実によって、互いたと言えるだろ
 Ⅴ．おわりに 
 １． Ａ小学校の事例 ここまで、富山県総合教
2014 年度にかけて実施され果的な進め方に関する調査行っ きたが、紙面の都合ついては触れてこなかったそこで最後に、ネットワれたＡ小学校の事例についＡ小学校は、各学年３2013 年度と 2014 年度のの効果的な進め方に関する指定された。特に２年目
OJT を記録することを通組を組織的に継続することし、OJTの目標とした。 
(1)  では、管理職2013 年度から研修組織の 
図 11 学年を中心とした 本来、小学校では、ベを中心に、ミドル層や若手日常的に情報交換や、OJれており、図 11 のようにに強い（中学校や高等学校Ａ小学校では従来、校てきたが、こうした学校組な研修組織をつくった。この組織は「年代別部若手部会（教員経験１～会（５年目～主任になる３つの部会に区分された 
育センターで 2012 年度からた「学校における OJT の効研究」の結果について検証をで学校ごとの具体的な事例に。 ーク型 OJT が典型的に見らて紹介する。 ～４学級の大規模校で、２年間、「学校における OJT調査研究」の研究協力校にの 2014 年度は、「言葉でじて、OJT を意識化し、取」を「OJT 企画案」に記述
と教務主任が相談して、改編を行っている。 
 学校組織 
テラン教員である学年主任教員が学年集団を構成し、
T による業務の伝達が行わ学年ごとのまとまりが非常でも同様の傾向あり）。 内研修も学年ごとに行われ織に風穴を開けるべく、新 会」と呼ばれ、教員集団は、４年目）、ミドルリーダー部まで）、主任リーダー部会の（図 12）。 
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学校現場におけるネットワーク型OJTの実践
図 12　Ａ小学校の「年代別部会」
この「年代別部会」で実施される研修内容は、以下の
通りである。
若手部会：授業研究（特に、授業技術中心）
ミドルリーダー部会：授業研究（特に、子ども理解中心）
主任リーダー部会：学年経営方針や、伝承すべき教師
　　　　　　　　　の資質・能力に関する協議
若手部会とミドルリーダー部会では、教務主任がファ
シリテーター的な役割を担い、主任リーダー部会では、
学校全体や各学年でどのような OJT を展開していくべ
きかが協議された。
また、2014 年度は「OJT 企画案」で計画されたよう
に、教務主任が行事における OJT や、週ごとに実践し
た OJT を記録して振り返りを行った。このことで、今
まで何となく実践していた OJT を意識的に行うように
なり、校内で OJT に対する共通理解が進んだ。
(2) ネットワーク組織の強化と、その効果
図 12 にある年代別の研修組織をつくったＡ小学校で
は、本来存在する図 11 のような縦割りの学校組織から、
図 13 のような組織へと変貌していった。
 
図 13　Ａ小学校におけるネットワーク組織の強化
本稿の「Ⅱ」で、学校は本来、ネットワーク組織であ
ると述べたが、Ａ小学校では、「年代別部会」で研修を
行うことによって、従来希薄だった「横のつながり」が
深められ、より強固なネットワーク組織となった。
このような組織を構築したことで、「Ⅲ」の図６にあ
るようなネットワーク型 OJT が機能しやすい状況を生
み出した。
同校の「OJT 振り返りカード」には、「若手が積極的
にミドルやベテランに指導を求めたり、学年を超えて話
し合う姿が日常的になった」「若手やミドルへの指導、
育成という明確なミッションがあることで、学年主任に
活力が出た」などの記述が見られ、また、同校での聞き
取り調査では、ミドル層から「学年を超えて、横のつな
がりが強まった」「間もなく学校の中核を担う年代であ
ることを自然と意識するようになった」という意見とと
もに、「研修体制を縦のつながりから横のつながりに変
えただけなので、負担は以前と同じで、より効果的な研
修ができた」という証言も得られた。
本稿の「Ⅱ」で述べた若林の知見から、ネットワーク
組織のデメリットとして、①活動や組織の不安定性と、
②学習効果が散逸しやすいこと、の２点を挙げたが、Ａ
小学校では OJT を記録することでこれらを克服し、教
員が異動で入れ替わっても、組織としての対応が可能と
なった。
逆に、ネットワーク組織のメリットとして挙げた、③
フラットで柔軟な組織構造であるためメンバーによる主
体的なネットワーキングが期待される、という点に関し
ては、年代別部会という、よりフラットな組織をつくっ
たことで、特に若手教員が積極的に自らの意見を表明し、
主体的に研修に取り組める状況ができ上がった。
２．まとめと今後の課題
Ａ小学校の事例では、ネットワーク組織のデメリット
を克服しつつ、そのメリットを活かした取組を紹介した
が、同じ 2014 年度における他の研究協力校での取組と
して、本稿「Ⅳ」の「３」の「アンケート自由記述」に
出てきた「ミニ研修会」というものがあった。
これは、ミドル層の教員が全教員からテーマを募集し、
テーマに見合った分野を得意とする教員に講師を依頼し
て、教員のニーズに合った研修会を企画・運営したもの
で、理科室探検（理科室にある機器に関する研修）や実
物投影機の使い方などをテーマに、月１回、15 分程度
で実施された。
この研修会は、自分が参加したいテーマへの自由参加
を原則としており、共感する自主的な人々が自律的にコ
ミットメントするという、本稿の「Ⅱ」で述べた朴容寛
によるネットワーク組織の中枢性格のうち、「ⅰ自律性」
と「ⅱ目的・価値の共有」を活かした取組であり、研修
テーマによって講師（リーダー）が変わることで、同じ
く中枢性格の「ⅲ分権性」も確保されている。
図 12 Ａ小学校の「年代別部会」 
  この「年代別部会」で実施される研修通りである。 若手部会：授業研究（特に、授業技術中心ミドルリーダー部会：授業研究（特に、子主任リーダ 部会：学年経営方針や、伝承資質・能力に関する協 若手部会とミドルリーダー部会では、教シリテーター的な役割を担い、主任リー学校全体や各学年でどのような OJT を展きかが協議された。 また、2014 年度は「OJT 企画案」でに、教務主任が行事における OJT や、した OJT を記録して振り返りを行った今まで何となく実践していた OJT を意うになり、校内で OJTに対する共通理
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図 13 Ａ小学校におけるネットワーク組
 
内容は、以下の
） ども理解中心） すべき教師の議 務主任がファダー部会では、開していくべ
計画されたよう週ごとに実践。このことで、識的に行うよ解が進んだ。 
 ったＡ小学校での学校組織から、
 
 織の強化 
  本稿の「Ⅱ」で、学校はると述べたが、Ａ小学校で行うことによって、従来希深められ、より強固なネッ このような組織を構築しるようなネットワーク型 O。 「OJT 取組カードルやベテランに指導を求う姿が日常的になった」「若という明確なミッションがが出た」などの記述が見ら調査では、ミドル層から「が強まった」「間もなく学ことを自然と意識するようもに、「研修体制を縦のつ変えただけなので、負担はな研修ができた」という証 本稿の「Ⅱ」で述べた若組織のデメリットとして、②学習効果が散逸しやすい小 校では OJT を記録す員が異動で入れ替わってもなった。  逆に、ネットワーク組織フラットで柔軟な組織構造体的なネットワーキングがては、年代別部会という、たことで、特に若手教員が主体的に研修に取り組める
 ２．まとめと今後の課題 
 Ａ小学校の事例では、ネを克服しつつ、そのメリッが、同じ 2014 年度におけして、本稿「Ⅳ」の「３」出てきた「ミニ研修会」とこれは、ミドル層の教員テーマに見合った分野を得て、教員のニーズに合ったで、理科室探検（理科室に物投影機の使い方などをテ実施された。 この研修会は、自分が参を原則としており、共感すミットメントするという、によるネットワーク組織のと「ⅱ目的・価値の共有」
本来、ネットワーク組織であは、「年代別部会」で研修を薄だった「横のつながり」がトワーク組織となった。 たことで、「Ⅲ」の図６にあ
JT が機能しやすい状況を生
ド」には、「若手が積極的にミめたり、学年を超えて話し合手やミドルへの指導、育成あることで、学年主任に活力れ、また、同校での聞き取り学年を超えて、横のつながり校の中核を担う年代であるになった」という意見ととながりから横のつながりに以前と同じで、より効果的言も得られた。 林の知見から、ネットワーク①活動や組織の不安定性と、こと、の２点を挙げたが、Ａることでこれらを克服し、教、組織としての対応が可能と
のメリットとして挙げた、③であるためメンバーによる主期待される、という点に関しよりフラットな組織をつくっ積極的に自らの意見を表明し、状況ができ上がった。 
ットワーク組織のデメリットトを活かした取組を紹介したる他の研究協力校での取組との「アンケート自由記述」にいうものがあった。 が全教員からテーマを募集し、意とする教員に講師を依頼し研修会を企画・運営したものある機器に関する研修）や実ーマに、月１回、15 分程度
加したいテーマへの自由参加る自主的な人々が自律的にコ本稿の「Ⅱ」で述べた朴容寛中枢性格のうち、「ⅰ自律性」を活かした取組であり、研修
図 12 Ａ小学校の「年代別部会」 
  この「年代別部会」で実施される研修通りである。 若手部会：授業研究（特に、授業技術中心ミドルリーダー部会：授業研究（特に、子主任リーダー部会：学年経営方針や、伝承資質・能力に関する協 若手部会とミドルリーダー部会では、教シリテーター的な役割を担い、主任リー学校全体や各学年でどのような OJT を展きかが協議された。 また、2014 年度は「OJT 企画案」でに、教務主任が行事における OJT や、した OJT を記録して振り返りを行った今まで何となく実践していた OJT を意うになり、校内で OJTに対する共通理
 
(2)ネットワーク組織の強化と、その効果 12 つく図 1 のような縦割り
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内容は、以下の
） ども理解中心） すべき教師の議 務主任がファダー部会では、開していくべ
計画されたよう週ごとに実践。このことで、識的に行うよ解が進んだ。 
 ったＡ小学校での学校組織から、
 
 織の強化 
  本稿の「Ⅱ」で、学校はると述べたが、Ａ小学校で行うことによって、従来希深められ、より強固なネッ このような組織を構築しるようなネットワーク型 Oみ出した。 同校の「OJT 取組カードルやベテランに指導を求う姿が日常的になった」「若という明確なミッションが出た」などの記述が見ら調査では、ミドル層から「が強まった」「間もなく学ことを自然と意識するようもに、「研修体制を縦のつ変えただけなので、負担はな研修ができた」という証 本稿の「Ⅱ」で述べた若組織のデメリットとして、② 習効果が散逸しや い小学校では OJT を記録す員が異動で入れ替わってもなった。  逆に、ネットワーク組織フラットで柔軟な組織構造体的なネットワーキングがては、年代別部会という、たことで、特に若手教員が主体的に研修に取り組める
 後の課題 
 Ａ小学校の事例では、ネを克服しつつ、そのメリッが、同じ 2014 年度におけして、本稿「Ⅳ」の「３」出てきた「ミニ研修会」とこれは、ミドル層の教員テーマに見合った分野を得て、教員のニーズに合ったで、理科室探検（理科室に
れた。 研修会は、自分が参としており、共感すメントするという、によるネットワーク組織のと「ⅱ目的・価値の共有」
本来、ネットワーク組織であは、「年代別部会」で研修を薄だった「横のつながり」がトワーク組織となった。 たことで、「Ⅲ」の図６にあ
JT が機能しやすい状況を生
ド」には、「若手が積極的にミめたり、学年を超えて話し合手やミドルへの指導、育成あることで、学年主任に活力れ、また、同校での聞き取り学年を超えて、横のつながり校の中核を担う年代であるになった」という意見ととながりから横のつながりに以前と同じで、より効果的言も得られた。 林の知見から、ネットワーク①活動や組織の不安定性と、、の２点 挙げたが、Ａることでこれらを克服し、教、組織としての対応が可能と
のメリットとして挙げた、③であるためメンバーによる主期待される、という点に関しよりフラットな組織をつくっ積極的に自らの意見を表明し、状況ができ上がった。 
ットワーク組織のデメリットトを活かした取組を紹介したる他の研究協力校での取組との「アンケート自由記述」にいうものがあった。 が全教員からテーマを募集し、意とする教員に講師を依頼し研修会を企画・運営したものある機器に関する研修）や実
15 分程度
加したいテーマへの自由参加る自主的な人々が自律的にコ本稿の「Ⅱ」で述べた朴容寛中枢性格のうち、「ⅰ自律性」を活かした取組であり、研修
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このようなネットワーク組織の特徴を活かした取組
が、より効果的なネットワーク型 OJT に結びつくと言
える。
なお、まとめとして、ここまで検証してきた新たな知
見を、以下に列挙する。
・学校はネットワーク組織としての性格をもち、そのメ
リットを活かした学校運営を目指すことで、自律的な
協働システムとして機能することが期待できる 
・学校現場におけるネットワーク型 OJT は有効に機能
し、双方向的な学びを生む
・各学校の実態に応じたネットワーク型 OJT を開発す
ることが、学校の活性化につながる
・ネットワーク型 OJT においては、若手とベテランを
つなぐ調整役として、ミドル層が重要な役割を果たす
・OJT の効果を上げるためには、OJT に対する教員間
の共通理解が必要である（OJT の意識化） 
残された課題としては、今回のような調査研究を依頼
した研究協力校ではなく、一般の学校で、どのように
OJT を意識化させるか、あるいは、各学校の実態に応
じた OJT を開発するか、という点が挙げられる。
管理職によるトップダウン一辺倒でなく、教員間で共
通理解を得やすいボトムアップの形でネットワーク型
OJT を展開していく手法について、研究を深めていく
必要があろう。
また、「OJT 取組カード」については、管理職などの
目に触れる可能性があるため、満足度が低いことを正直
に書けないかも知れないという疑念が残った。再調査を
行う際には、ICT 技術を用いて、研究協力員から直接デー
タを受け取れるような仕組みを導入する必要があろう。
さらに、ミドル層が果たす役割の重要性について指摘
したが、実際の学校現場ではミドル層が最も少数派であ
り、そのミドル層の負担感を和らげるためのシステム構
築が不可欠となる。
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